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第６７回日本弁護士連合会市民会議議事録 

 

日時：２０２１年（令和３年）３月２５日（木）１４時３０分～１６時３０分 

場所：弁護士会館１７階１７０１ＡＢ会議室 

出席者：（委員） 

議 長    北川 正恭（早稲田大学名誉教授） 

副議長  村木 厚子（元厚生労働事務次官） 

委 員  湯浅 誠（東京大学先端科学技術研究センター特任教授） 

井田 香奈子（朝日新聞論説委員） 

吉柳 さおり（株式会社プラチナム代表取締役、株式会社ベクトル取

締役副社長）（※Ｚｏｏｍ出席） 

逢見 直人（日本労働組合総連合会会長代行）（※Ｚｏｏｍ出席） 

河野 康子（一般財団法人日本消費者協会理事、ＮＰＯ法人消費者ス

マイル基金事務局長）（※Ｚｏｏｍ出席） 

太田 昌克（共同通信編集委員、早稲田大学客員教授、長崎大学客員

教授）（※Ｚｏｏｍ出席） 

田中 良（杉並区長） 

浜野 京（信州大学理事（特命戦略（大学経営力強化）担当）、元日本

貿易振興機構（ＪＥＴＲＯ）理事） 

鈴木 正朝（新潟大学 大学院現代社会文化研究科・法学部 教授、一

般財団法人情報法制研究所 理事長） 

（日弁連） 

会 長 荒  中 

副会長 寺前 隆、延命 政之、關本 喜文、西村 依子、白浜 徹朗（※Ｚ

ｏｏｍ出席）、鎌田 健司 

事務総長 渕上 玲子 

事務次長 柳楽 久司、佐熊 真紀子、藤原 靖夫、畑中 隆爾、木原 大輔、

松田 由貴、下園 剛由 

次期広報室室長 白石 裕美子 

（説明協力者） 

民事裁判手続等のＩＴ化に関する検討ワーキンググループ座長 斎藤 義房 

同ワーキンググループ委員 平岡 敦（※Ｚｏｏｍ出席） 

以上 敬称略 
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１．開会 

（藤原事務次長） 

お待たせいたしました。定刻になりましたので、第６７回日弁連市民会議を始めさせて

いただきます。担当事務次長の藤原でございます。本日もどうぞよろしくお願いいたしま

す。 

 なお、事前にご案内申し上げましたとおり、今回の市民会議につきましても、議長とご

相談の上、感染予防対策のための特例として Zoomでの出席を可能とする取扱いを継続させ

ていただいております。 

 それではまず資料のご確認をさせていただきます。お手元に、事前送付資料、当日配布

資料、「COVID－19 と人権に関する日弁連の取組中間報告書」、もう一つ、２枚物の資料もご

ざいますでしょうか。 

併せまして、２０２０年度弁護士白書の冊子が完成いたしましたので、会場の委員の先

生方の席上に配布させていただいています。こちらは適宜お持ち帰りいただければと思い

ます。次回以降は据置用のものを毎回机上に準備いたしますので、都度お持ちいただく必

要はございません。 

 それでは、日弁連側出席者のうち、初めて出席するメンバーもおりますので、開会に先

立ち一言ずつ自己紹介いただきたいと思います。 

（寺前副会長） 

 副会長の寺前隆でございます。第一東京弁護士会の会長を兼務しております。私は、民

事裁判手続等のＩＴ化関係の担当をしておりますので、このことについてご説明させてい

ただきたいと思っております。よろしくお願いします。 

（西村副会長） 

 副会長の西村と申します。私は金沢市の出身で、金沢弁護士会に所属しております。本

日の議題のうち、新型コロナウイルス感染症の拡大への取組状況の関係で、COVID-19 と人

権に関する冊子のご説明をさせていただきます。よろしくお願いいたします。 

（藤原事務次長） 

 続きまして、広報室長の交代が予定されておりますので、白石次期広報室長、お願いし

ます。 

（白石次期広報室長） 

 ４月１日から広報室の室長を務めさせていただくことになりました、白石裕美子と申し

ます。どうぞよろしくお願いいたします。 

（斎藤民事裁判手続等のＩＴ化に関するワーキンググループ座長） 

 斎藤でございます。以前この市民会議において、少年法の適用年齢引下げ問題について

お話しさせていただきました。今回は全く別の分野でお話しさせていただきます。よろし

くお願いします。 
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（平岡民事裁判手続等のＩＴ化に関するワーキンググループ委員） 

 平岡です。よろしくお願いします。民事裁判手続等のＩＴ化に関するワーキンググルー

プの委員をしておりますのと同時に、もともと内閣官房の有識者会合のメンバーをしてお

りました。本日は質問にお答えする趣旨で参加しております。よろしくお願いいたします。 

（藤原事務次長） 

 ありがとうございました。 

もう１点ご案内がございます。前回と同様に、日弁連ウェブサイトの会長動静というペ

ージに掲載する写真撮影のために、広報課の職員のカメラが今回も入っておりますので、

その点ご了承いただければと思います。 

 私からのご案内は以上となりますので、この先は北川議長の方にご進行をお願いしたい

と思います。よろしくお願いいたします。 

 

２．開会挨拶 

（北川議長） 

 それでは私が進めさせていただきますので、よろしくお願いいたします。委員の先生方、

お忙しい中ご出席をいただきまして、ありがとうございます。本日は、逢見委員さん、太

田委員さん、吉柳委員さん、河野委員さんは、Zoom でのご出席でございます。それでは、

第６７回の市民会議を開催させていただきます。 

 

３．荒中日弁連会長挨拶 

（北川議長） 

 最初に、荒会長からご挨拶をお願いいたしたいと思います。 

（荒会長） 

 荒でございます。市民会議の委員の皆様方、本日も大変お忙しい中、そしてコロナ禍の

中で何かと制約を受ける中、多数ご出席をいただき市民会議を開催できますことを、日弁

連を代表して厚く御礼申し上げます。 

 早いものでもう３月も後半に入りました。私たち２０２０年度の日弁連執行部、私にと

っては会長１年目になりますけれども、振り返ってみますと、新型コロナウイルスによる

緊急事態宣言に始まって、再度の緊急事態宣言に終わるという、前例を見ないような状況

下での活動になってしまいました。 

 しかしながら日弁連としては、このようなときにこそ、これまで集積してきた調査・研

究の成果として蓄えたものを活かしながら、意見書や会長声明を取りまとめて発出するべ

きだと感じておりました。さらには、発出するだけでなく、その意見書や会長声明を携え、

国会議員の先生方や官僚の皆様方に、私たちの意のあるところをくみ取っていただけるよ

う働きかけをすることが大事であると考え、この３月まで頑張ってまいりました。 
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現在までの累積で、意見書等は５０本を超え、会長声明・会長談話は６０数本に達し、

両方合わせて１１０本以上、明日最後の役員会議を終えますと恐らく１２０本以上の意見

書・会長声明等を出すことになりそうです。そうしてこの２０２０年度の執行部は終わる

のだろうと思っています。 

 意見書や会長声明の中にはコロナ禍に関するものも多数ありました。恐らく２０本以上

含まれていたかと思います。そして、裁判を受ける権利の保障、悪質な消費者被害の撲滅

など、幅広く、様々な問題が発生していることを皆様に気付いていただくべく、公表させ

ていただきました。 

 最近では、感染症法の関係で罰則を適用するという話が出ましたので、被災者・被害者

にも罰則を適用するのかということに問題を感じ、熱く働きかけを進めました。もう一つ、

ワクチン接種に関しても、日弁連の関連委員会の厳しい意見も聞きながら、私たち執行部

としては、あくまでも接種は国民的な要請として必要なのだという立場で、ワクチン接種

に当たって留意すべきことは何かといったことを提言書として取りまとめ、先月公表いた

しました。こういった提言を出させていただいたのも、今年度の我々の活動の大きな特徴

ではないかと思っています。 

 もちろん、今年度の課題は新型コロナウイルスだけではございません。検察官の定年延

長問題は、私たちにとっては譲ることのできない司法を揺るがす問題でしたので、会長声

明を２回出させていただきました。その他、日本学術会議の委員の選任の問題など、しっ

かりとタイムリーに意見を表明して働きかけをするということをやってきたと思っていま

す。 

 また、市民会議委員の皆様方から、日弁連の活動をもっと対外的に理解していただける

よう努力してほしいというご意見をいただいたことを踏まえまして、本日お手元に２枚の

広報に関するペーパーを用意しました。そちらに会長動静というものを付けていますが、

３月２３日には、ハーグの国際司法裁判所の所長を務められた小和田恒様にお越しいただ

いて、オンラインセミナーで講義をしていただきました。 

 戦国法律相談については、明智光秀編は１０８万回、北条政子編は６２万回再生してい

ただいているということで、８種類合わせて二百数十万回の視聴をしていただいておりま

す。これが実際の法律相談に結び付けばというふうに思っております。 

 まだまだ足りない部分があるかもしれませんが、次年度に向けてさらに広報力をアップ

していきたいと思っております。 

 その他、何点かご報告をさせていただきます。一つは、新年度の役員の選出をようやく

終えることができました。副会長が１５人、その中にはクオータ制で２人の女性副会長が

含まれております。副会長クオータ制は今年で４年目に入り、計８人の女性副会長がこの

制度により選ばれたことになります。 

 併せて、新年度からは理事クオータ制が始まります。７１名の理事に、全国から選ばれ
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た４名の女性理事が加わることになりました。実は２０２１年度の理事７５名のうち２０

名が女性でございまして、日弁連が始まって以来初めて２５％以上の理事が女性になりま

した。日弁連も新しいステージを迎えたのかなと思っております。２０２０３０というこ

とで、３０％を目標に掲げているのですが、あと数年以内に達成できないかというところ

までになってきたということをご報告させていただきます。 

 そして、次回の理事会では、定期総会でいろいろな規定の改正作業をさせていただいて、

事情のある場合にオンラインで日弁連の総会に出席できる仕組みについて、ルール上の根

拠をきちんと整備したいと思っております。多様性というものを大切にしながら、さらに

使い勝手のよい制度にしていくことができればと思っています。 

 本日は、最重要課題となっている二つのテーマについて、ご報告・意見交換をさせてい

ただければと思っています。一つは、民事裁判手続等のＩＴ化です。これは市民にも事業

者にも大きな影響を及ぼすであろう問題ですので、是非、皆様にご意見をいただきながら、

私たちも準備を進めていかなければいけないと思っております。 

 もう一つは、新型コロナウイルス感染症の拡大に関する取組状況です。９月の市民会議

でも一度ご報告をしておりますが、相も変わらずコロナ禍は収まらず、私の２番目の故郷

である宮城では今、百数十名もの陽性者が出ています。第４波も来るのではないかと言わ

れていますが、本日は私たちの活動の成果の途中経過ともいえる中間報告書を皆様にお渡

しします。後ほど、西村副会長から報告がありますので、是非ご一読いただければと思い

ます。よろしくお願いいたします。 

 短い時間ではございますが、北川議長の下で濃密な意見交換ができればと思っておりま

すので、よろしくお願いいたします。 

（北川議長） 

 どうもありがとうございました。 

 

４．議事録署名人の決定 

（北川議長） 

次に、議事録の署名人を決定いたしたいと思います。河野委員さんと吉柳委員さんにお

願いしたいと思いますが、よろしゅうございますか。 

（河野委員） 

 河野です。お引き受けします。 

（吉柳委員） 

 私も大丈夫です。 

（北川議長） 

 はい。それでは、河野委員さんと吉柳委員さん、よろしくお願いいたします。 
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５．議事  

議題① 民事裁判手続等のＩＴ化について 

（北川議長） 

 それでは、本日の議題に入ります。お手元に配布されている議題のとおり進めさせてい

ただきますので、ご了承いただきたいと思います。 

 第１の議題として、「民事裁判手続等のＩＴ化について」を検討していきたいと思います。

まず、寺前隆副会長、斎藤義房民事裁判手続等のＩＴ化に関するワーキンググループ座長、

平岡敦同委員にご説明をお願いいたしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

（寺前副会長） 

 副会長の寺前の方から冒頭、資料の説明を兼ねて簡単にご説明し、その後、この問題に

ついて検討してきた斎藤座長、平岡委員から具体的に説明していただきたいと思います。 

 まず私の方から申し上げるのは、裁判手続のＩＴ化とは何かということです。これは簡

単に言うと、民事裁判手続をインターネットなどのＩＴを活用して実施していきたいとい

うことです。 

 当日配布資料の１ページを御覧いただきたいのですが、どういった場面でＩＴをどのよ

うに活用するのかという点です。裁判においては、ｅ提出、ｅ事件管理、ｅ法廷という三

つの段階が考えられています。 

ｅ提出というのは、裁判を行うためには準備書面や証拠などいろいろな書面を提出する

必要がありますが、これをオンラインのみで提出することや、印紙を貼る・郵便切手を納

める等の手続も電子決済で行い、記録は全部電子化しましょうということです。 

 ｅ事件管理というのは、提出された書面や証拠を、インターネットを通じて見ることや、

いつ裁判を行うかについてもオンラインで調整したり、本人や代理人等が進行計画を裁判

所と確認するときにもインターネットで行いましょうということです。 

ｅ法廷というのは、証人尋問など法廷でのいろいろなやり取りを、インターネットを利

用して行いましょうということでございます。 

これらを三つの段階に分け、民事裁判手続のＩＴ化と称して議論をしているわけでござ

います。 

民事裁判手続をＩＴ化するためには、民事訴訟法という法律を変えないといけないので

すが、それが今どこまで進んでいるのか、いつから完全に実施されるのかという流れを、

資料に２０２０年から２０２５年まで書いております。端的に言うと、政府は２０２５年

以降、本格実施をしたいと考えているわけでございます。そのために、法制審議会の議論

を通じて、民事訴訟法改正に一生懸命取り組んでいるところです。 

４ページ以下に、「民事訴訟法（ＩＴ化関係）等の改正に関する中間試案」に対する意見

書というものをお配りしております。これは、今法制審議会で民事訴訟法の改正について

議論しておりますが、法務省がこのような形はどうかという中間試案を発表しました。そ
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れに対し、日弁連が個々の内容についてこうあるべきではないかという意見を書いたもの

になります。 

それから６８ページ、これは非常に大事なのですけれども、日本の民事裁判というのは

本人がやっている裁判がかなりの割合を占めています。ＩＴ化を進めたら、本人が裁判を

できなくなってしまって、本人の裁判を行う権利に障害が出てくる場合があるのではない

かという懸念があります。そういう人たちをサポートしないと、実際にＩＴ化はできませ

ん。これを本人サポートと呼んでおりますが、これについての日弁連の方針を書いており

ます。平たく言うと、日弁連の基本方針を２０１９年９月１２日に出しておりますけれど

も、法律を変えシステムを変える以上は、裁判を受ける権利に支障が出る場合にそれを手

当てするのは国の責任であるということです。ただ、そうはいっても、日弁連も裁判所や

法テラスと協力をしてバックアップしていきますという方針を書いております。 

現状どうなっているかというと、裁判所も法テラスも具体的に方針が決まっているよう

には見えません。ですから、相互に協力して協議を尽くし、市民にとって支障が生じない

ように、日弁連としても取り組んでいこうと考えて検討を進めております。 

私からは以上でございます。斎藤先生、よろしくお願いします。 

（斎藤座長） 

 まず、民事裁判のＩＴ化ということについて若干補足いたします。２ページの法務省作

成のポンチ絵を見ますと、現在は紙で提出している訴状・準備書面・書証を、データのア

ップロード・ダウンロードに変えるということであります。ここが一番大きいところです

ね。 

 その結果、訴訟記録が、紙から電子記録になります。そうしますと、訴訟記録自体を持

ち歩きしなくても、少なくとも当事者はいつでもどこからでもインターネットで閲覧・謄

写ができるようになります。これも大きな変化です。 

 三つ目は、弁護士が必ずしも裁判所に行かなくともウェブ会議でいろいろな手続ができ

るようになります。もちろん行きたいと希望する人は行ってよいのですけれども、行かな

くとも事務所で口頭弁論や争点整理手続等の手続が進行できるようになるという、これも

大きな変化です。そういう意味では、利便性、時間的制約の短縮化、さらに費用の面で大

きなメリットがあるということになります。特に身体に障がいのある方々にとっては、わ

ざわざ裁判所まで行かなくてもＩＴを使って裁判を行えるという利便もあるわけでありま

して、プラス面がかなり大きいと考えています。 

 もちろん、いろいろな課題もあります。例えばＩＴを使えない方に対する手当や、セキ

ュリティの問題等々の心配があります。それについてはまた後ほど述べたいと思います。 

 次に、民事裁判のＩＴ化に向けたこれまでの動きについてお話しします。我が国におけ

る民事裁判のＩＴ化の動きというのは、意外に思われる方もあるかもしれませんが、実は

かつては世界でも先進的と評価された時代があるのです。それは、１９９６年に現行民事
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訴訟法が作られたときに、争点整理手続に電話会議システムを導入したということと、遠

隔地に居住する証人についてはテレビ会議システムを導入したこと、これは世界的には先

進的と評価されていたのです。 

１９９９年７月に司法制度改革審議会が発足し、２００１年６月に司法制度改革審議会

の意見書が出ました。その意見書の中の、国民の期待に応える民事司法改革の柱の一つに、

裁判所へのアクセスの拡充を広げるために、裁判所等へのＩＴの導入ということが明記さ

れておりました。そして、２００４年の民事訴訟法改正で、オンラインによる裁判所への

申立てを可とする、現行法の第１３２条の１０という条文が実は作られているのです。そ

の条文には、電気通信回線でコンピューターを接続した方式で具体的な訴えの提起や準備

書面あるいは書証のオンライン提出を認める手続を最高裁判所規則に委ねると書いてあり

ます。 

 問題は、その最高裁判所規則が今日までずっと作られずにきたことです。その間に、諸

外国はＩＴ化が非常に進みました。アメリカ、ヨーロッパ、中国、シンガポール、韓国な

どはＩＴ化がどんどん進んでいて、日本は取り残された状態になってしまったのです。 

 このような状況の中で、日弁連は、これはいけないということで、オーストラリア・韓

国・シンガポール・アメリカ等への海外調査を重ね、諸外国のＩＴ化を参考に日本でも採

り入れるべき事項などを盛り込んだ調査報告書をいくつも作成しました。日弁連の弁護士

業務改革シンポジウムや、司法シンポジウムなどにおいても、ＩＴ化を進めるべきとの提

言を繰り返して、法務省・最高裁判所に提出していました。しかしながら、遅々として進

まないという状況が続いていたのが、実情であります。 

 ところが、ここに来てぐっと進んだのは、これも外国からの圧力がありまして、２０１

６年、２０１７年と世界銀行が公表したドゥイング・ビジネス・レポートというのがあり

ます。これは、各国の状況を世界銀行が調査して、ビジネス活動における制度的環境整備

ランキングを毎年発表しているものです。その中で日本は、２０１６年は３０位、２０１

７年は３１位と発表されました。 

 実は、２０１３年のランキングでは日本は１７位だったのです。その２０１３年に日本

政府が発表した「日本再興戦略」という文書があり、そこには、２０２０年までにＯＥＣ

Ｄ加盟国３５か国の中で上位になることを目標とすると明記していました。ところが、上

昇するところか、２０１７年には３１位に落ちて、政府は愕然としたと思います。これで

は国際社会の中で、日本はますます取り残されてしまうと気が付いた。そこで、２０１７

年６月に閣議決定した「未来投資戦略２０１７」において、迅速かつ効率的な裁判を実現

するために民事裁判手続のＩＴ化を推進する方策を速やかに検討し、２０１７年度中に結

論を出すという方針を示したのです。そのような経過があって、２０１７年に内閣官房の

中に「裁判手続等のＩＴ化検討会」が発足し、急速に動き出しました。 

 ＩＴ化検討会は取りまとめにおいて、２０１９年度に法制審議会への民事訴訟法改正諮
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問を視野に入れた検討を行うこと、２０１９年度から特定庁においてテレビ会議の運用を

開始すること、さらには、２０２２年度から新法に基づく争点整理等を開始するといった

具体的なタイムスケジュールを含む方針を示しました。この取りまとめを受け、２０１８

年に「民事裁判手続等ＩＴ化研究会」が発足し、２０１８年７月から２０１９年１２月ま

で研究会で議論した結果、報告書が取りまとめられました。その報告書を受けて法制審議

会に諮問がなされ、現在、法制審議会の部会で検討をしている状況です。遅くとも来年２

０２２年の頭までには法制審議会の答申が出ると思います。そして、２０２２年中には民

事訴訟法が改正され、２０２３年頃から新しい民事訴訟法で裁判が行われていくといった

流れが作られたということです。 

これらを念頭に置いて、現在、２月２６日から５月７日まで、法制審議会部会の中間試

案に対するパブリックコメントの募集がなされているわけです。それに向けての日弁連の

意見が、今日の資料にもお入れしておりますように、今月の理事会でまとまりました。 

私どもの意見書は基本的に、こういった点に気を付けるべきだということをまとめてお

ります。ＩＴ化の基本的方向性には賛成なのですが、ＩＴ弱者の裁判を受ける権利に対す

る配慮等をきちんと検討していただきたいという注文を付けています。プライバシーやセ

キュリティの配慮、何よりも使い勝手のよいシステムの確立が不可欠であるということも

書いています。本当の意味で市民が利用しやすいＩＴ化を実現するために、日弁連として

も頑張って取り組んでいきたいと考えているところです。以上です。 

（北川議長） 

 ご説明ありがとうございました。それでは、この民事裁判手続等のＩＴ化について、委

員の皆さんからご質問、ご意見がございましたら、ご発言をお願いいたします。Zoom でご

出席の方はチャット欄にて発言を希望される旨をお知らせください。 

（鈴木委員） 

 新潟大学の鈴木と申します。ご説明は分かりました。２点質問がありまして、一つは、

何のためにやるのかという哲学が全くないですよね。効率化は当たり前の話であって、何

のためにＩＴ化をやっているのかというのが国から何も出てこないというのは、非常に驚

くばかりです。 

 もう一つは、外資のベンダーへの依存度における、ナショナルセキュリティ上の問題は

きちんと議論しているのかということです。ちょうど現在問題になっていて今も取材が続

いておりますが、情報セキュリティや個人情報保護法等のコンプライアンスの問題という

よりも、実質的には安全保障の問題として捉えるべきだろうと思います。それは司法のＩ

Ｔ化においても同じことだと思います。それに対して日弁連がどう対処するのか、問題意

識を持っているのかということです。 

何のためにＩＴ化をしているのかという哲学から考えるべきです。訴訟資料は全部デジ

タル化して原則として国民の閲覧に供するのだと。これは、民主主義に資するためだと、
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判例には事実上の法源性があるのであって、そこに国民が接することができなかったら法

の支配など及んでいないのではないかということです。アメリカのリーガルテックはその

意味で進んでいるのに、日本は手続的なところばかり見ていては駄目だろうと思います。 

 しかも、ＩＴ化していればコロナ対策ができたと思うのですよ。日本の司法は数か月間

止まっていたではないですか。前代未聞ですよね。ＩＴ化していればもっと短く済んだと

思います。この辺りは、日弁連も司法の一翼を担う立場としてもっと対策案を打ち出すべ

きだと思います。三権の一つに空白期間を作ったのですから。国会は開かれていなかった

ですけれど、議員さんは委員会を立ち上げコロナ対策をして、厚労省等は不夜城になりま

したが、司法は止まっていました。これはおかしいと思って見ていました。ＩＴ化の担う

べき役割の一端だと思います。 

（斎藤座長） 

 ありがとうございます。おっしゃるとおり、コロナ禍の第一波、特に緊急事態宣言のと

きは、裁判所が止まってしまいました。私どもも非常に不満で、裁判をやってくれと、電

話会議やテレビ会議を利用すればできるのではないかということや、密になる状況を作り

たくないのならばデジタル化できるようにすればよいということを主張しました。 

 今、日本の行政のデジタル化の遅れも顕著になっていて、デジタル庁を改めて作らなけ

ればならないという状況になってきておりまして、だからこういう動きが強くなっている

のだと思います。 

 御質問いただいた哲学ということについては、裁判を受ける権利を保障する、いつでも

どこでも裁判が受けられるようにするために、その手段としてＩＴ化を進めるのだという

のが日弁連の一貫した主張であります。そのために、いろいろな海外調査の結果等を最高

裁や法務省に持っていって、諸外国はこうなっているのだということを提言し続けてきま

した。 

 しかし、予算の問題がネックになっているようでありました。市民にとって本当に使い

勝手のよい制度を作るためには、予算を付けてもらわなければどうしようもないですよね。

我が国の司法予算はあまりにも貧弱でありまして、１００兆円を超える国家予算の中の３，

０００億円前後を行ったり来たりしています。弁護士会もずっとそのような問題点につい

ては指摘をしております。 

 やはり政府がＩＴ化を進めると言った以上は、言うだけの責任を取ってもらいたいと思

っていまして、最高裁ともタイアップしながら、遠慮せず話し合っているところでありま

す。 

（平岡委員） 

 すみません、委員の平岡の方から補足してもよろしいでしょうか。 

（北川議長）  

 どうぞ。 
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（平岡委員） 

 鈴木委員のご質問に対するお答えとして申し上げます。内閣官房の検討会議では、法制

面だけではなく、そもそもシステム化というのが何なのかという議論をしておりました。 

 その際、先ほど少し言及ありましたようなオープン化について、アメリカでは元々デー

タに対するアクセスを自由にできることと、お金をかけずにできることを実現するのが、

最初の出発点だったということは認識されていて、このＩＴ化の問題の本質はそこにある

のではないかという議論はしていました。 

 そもそも我々の仕事というのは、事実関係を究明し、法律や判例を調べるということで、

いずれも情報を扱うということだと思っています。その情報を扱うのをより便利にしてい

こうということが元々の目的だったというのは議論されていました。 

 さらに、実装化の問題ですね。我々は会員に対してアンケートを実施しましたが、裁判

の前後の部分がなくなるだけでも、期日が非常にハイペースになるという実感があります。

初めは遠隔だからｅ法廷で処理しようという発想があったのですけれど、実際に使ってみ

ると、遠隔でなくても非常に便利であり、裁判の迅速化に資するのではないかということ

が分かってきました。哲学という部分で言うと、オープン化であり、かつ司法もＤＸあり

きで考えていきましょうということは、議論はしていたと思います。 

 ただ、法制審議会に入っていくと、法律をどうするかという話に重点が置かれて、そも

そも何のためにＩＴ化をするのであったかというところは確かにあまり議論していないと

いう部分はあって、そこの繋ぎのところを今後ちゃんと忘れないようにやっていく工夫と

いうのが必要かと思っています。 

 あと、安全保障という点は、表向きに議論はされていないですが、日弁連としては、そ

ういった問題も議論してカバーしてはいます。ただ、まだ煮詰まった議論がなされている

わけではありません。ＢＣＰの点についても意見交換はしておりますが、まだ目立って表

に出ている状況ではないです。以上です。 

（北川議長） 

 鈴木委員さん、よろしいですか。どうぞ。 

（鈴木委員） 

 マイナンバーを含めて、国全体のＩＴ化に対する日弁連のスタンスと今回の民事訴訟の

ＩＴ化との平仄が合っているかどうか。オンラインで本人確認や資格確認をしなければな

らないときに、やはりマイナンバー制度のような法的、技術的基盤の整備が必要になりま

す。司法手続にも使えるわけです。 

また、今後貧困対策がさらに重要になってくるときに、給付付き税額控除を入れることも

検討課題になるかもしれない。マイナンバー批判で来たけれども、生存権を具体的に確保

するために福祉行政を強化していかねばならない。その時にマイナンバー制度が非常に有

益であることは今回の１０万円給付で分かったと思います。 
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 多義的なプライバシーの権利を強調してその内容を理解できぬまま何でも監視国家批判

をし、生存権や福祉行政が機能しないというちぐはぐさ。手段としてのＩＴ化をもう少し

前向きにとらえるという点でも、日弁連の歩調、思想を合わせていただかないと、本当に

ちぐはぐで発言力、政治力には繋がらないと思います。住基ネット違憲訴訟は立派でした。

あれを踏まえて番号法大綱が作られたわけです。最高裁は敗訴判決でしたが、理由中に人

権保障のためのくさびがしっかり入っていて、そのおかげもあって個人情報委員会創設に

繋がりました。これはまさに訴訟の力であったとリスペクトしていましたが、マイナンバ

ー違憲訴訟に関しては、事実関係の不正確さを含めて少し残念だなと思っています。 

私は２０００個問題の解消も主張してきましたが、今日のコロナの混乱、３・１１等広

域災害時の混乱、越境データ対応、ＧＡＦＡ対応、都道府県警の防犯対応、自治体ごとの

バラバラ問題含めて公民一元化、ルールと権限の統一はしなければならないというところ

も、あまり意見を言っていただけなかったと思います。これはＩＴ化の根本の思想と全部

軸を一つにするところなので、この点の思想、考え方の再考をお願いしたいなと思います。 

あとは、法律事務所がＩＴ化しますと、情報漏えいの危険やその他の問題が出てきます

ので、日弁連としてその対策を強化すること。それを前提にして現行法制だと法律事務所

が個人情報委員会の調査と処分の対象になってしまいますから、弁護士会の自治のために

も報道機関同様に、明文での適用除外を勝ち取っていただきたいと思います。以上です。 

（北川議長） 

 よろしいですか。どうぞ。 

（荒会長） 

 テーマを超える部分もありますので、私からも少し申し上げます。国民の裁判を受ける

権利について、裁判所が止まってしまったという事実は否定できないところですが、未知

のウイルスがまん延する状況で、調停委員も含め外部の人たちがたくさん出入りをすると

いう中で、決断をして裁判所を止めてしまったことをどう評価するかということが一つあ

ります。私たちは、国民の裁判を受ける権利や、刑事被疑者・被告人の身柄の拘束が長く

なること等も含め、会長声明を発出し、早期に再開すべきであるということを働きかけて

きました。今、２回目の緊急事態宣言が発令され、どういう対応をしたかということを見

ていただきたいのです。 

 最高裁は１月８日に事務総局名で、可能な限り裁判所を開けて手続を進めなさいという

通知を下級裁判所に対して発信しており、やはり経験を踏まえたものが出てきていまして、

２回目の緊急事態宣言時は裁判所が止まったというような苦情がほとんど出ていないこと

を一つ補足させていただきます。 

 あとマイナンバーですけれども、これについては、やはり日弁連としては、個人情報の

コントロール権がまだ十分に担保されていないという立場から考え、意見を言っていると

ころでございます。本日のテーマにはなっていませんので簡単に申し上げますけれども、
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もっと我々の個人情報のコントロール権がきちっと満たされていく、あるいはまたセキュ

リティが守られていく中で、我々の意見が変わる余地はありますけれども、現段階ではち

ょっと難しいかと思っているところです。 

（寺前副会長） 

 鈴木委員がおっしゃった哲学という観点から言うと、３月１０日の民事司法改革推進に

関する関係府省庁連絡会議の中では、司法の国際競争力や、市民が使いやすい司法という

のを大前提に、まず取り組むべきはＩＴ化であるということを説明しております。 

 そういう説明とは別に、例えばこのコロナ禍を経験して、第一波のときに司法が止まっ

たのは困ったのですけれども、ただその中でも、２月頃から９つの地裁・高裁でＩＴによ

る争点整理が続いて、昨年２０２０年中で全地方裁判所まで進んだのです。これは大きな

ことで、鈴木委員がおっしゃったことはそこに繋がるのかなと思って聞いていたのですけ

れども、ＩＴ化というのは、こういった災害に対して非常に強いということはまず間違い

ないです。それから、一旦地震や水害等が起こったとしても、複数保存していればデータ

は消失しません。そういった意味でも、ＩＴ化は進めないといけないと思います。 

ただ、先ほど斎藤委員の方から説明されましたけれども、他方、市民の裁判を受ける権

利に支障がない程度に進んでいかなくてはいけません。ＩＴに習熟していない弁護士や市

民もいますし、そういうことも含め進捗を見ながら確実に進めていくべきだというのが、

日弁連のスタンスでございます。 

（北川議長） 

 よろしいですか。はい。それでは、逢見委員さん、ご発言をお願いいたします。 

（逢見委員） 

 ありがとうございます。ご説明の中で、ＩＴ化の議論は１９９０年代からあり、その頃

はＯＥＣＤ加盟国の中でも日本は前へ進んでいたのだけれども、止まってしまっていて気

が付くとかなり後ろの方に来ていたというお話がありまして、それでこのコロナ禍に入っ

てしまったわけで、行政はコロナの反省も踏まえて、行政のデジタル化ということで、デ

ジタル庁を作るといった方向に進んでいるのですね。 

 そうすると、もともと１９９０年代から始まった議論ではありますが、このコロナによ

ってＩＴ化・デジタル化というのは注目されているわけですから、デジタル手法というの

はどういうものなのかということに、やはりきちんとした概念の整理といいますか、哲学

といいますか、そういうものを含めて国民に提起すべきなのだろうと思うのですね。 

 お聞きしていると、法制審議会ではあまりそのような議論はなかったようなのですが、

やはり全体としてデジタル司法をどう進めるかということを整理していただき、さらにそ

の中で、国民に対してどういうメリットがあるのかということを示す必要があるのではな

いかと思います。 

 司法制度改革のとき、司法は国民からは敷居が高いという問題がありました。なぜかと
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いうと、アクセスが容易でなかったり、裁判をやっても時間がかかってしまったり、ある

いは費用が高額であるとか、そういう見方があったわけですけれど、これがデジタル化・

ＩＴ化を進めるとどのように変わっていくのかということが、もう少し説明されないと、

なかなか国民の理解を得てこれを進めよというふうにならないのではないかという印象を

持ちました。最初のポンチ絵を見ていると、データのやり取りで済みますよというような

ことしか説明されていなくて、国民にとってどういったメリットに繋がるのかということ

をもう少し説明すべきではないかと思いましたので、そのことを申し上げておきたいと思

います。 

（北川議長） 

 ありがとうございました。時間の関係で、河野委員さんからもお話しいただいて、それ

からお答えをいただきたいと思います。 

（河野委員） 

 ご説明ありがとうございました。今回のご報告によって、民事裁判のＩＴ化という報道

を受けての私の大きな誤解が一つ解けました。ＩＴ化というのはあくまでも手続の効率化

であって、判決はこれまでどおりしっかりと裁判官の方が行うというご説明が分かりまし

た。私はうっかりと、判決もＡＩのようなものが判例等を基にして出すのかなと思い、そ

れは大丈夫なのかしらと心配していたのですけれども、そうではないということが分かり、

そこは私の中で整理できました。 

 裁判のＩＴ化の利便性はよく分かりましたけれども、これが進むと、本人訴訟もこれま

でよりはるかに簡単にできることになるかもしれません。先般消費者庁で始まりました、

消費者団体訴訟制度の裁判手続特例法のフォローアップでも、裁判のＩＴ化の資料が参考

資料として提示されました。ということは、私たち一般市民、消費者がこれを使ってもっ

と裁判がやりやすくなるという潮流が来ているのかなと思いました。ですが、まだまだ私

たち一般の消費者にとっては、現状の裁判手続さえ非常に遠い存在でございます。 

 今後に向けて、是非日弁連さんが先頭に立って取り組んでいただきたいことは、裁判制

度についての消費者の理解のための法教育を更に進めていただきたいと思います。それか

ら、消費者にとって利用しやすい裁判制度にするために、サポート体制や費用負担の在り

方等に関する提言を出していただきたいと思います。 

 また、ウェブ会議に参加できる環境の整備と、弁護士さんが介在してくださる場合が恐

らく多いと思いますので、裁判手続のＩＴ化を既定路線に置いたときに、私たち消費者、

一般市民との間のコミュニケーションをよりしっかりと検討し、問うていただきたいと思

っております。以上でございます。 

（北川議長） 

 それでは、斎藤委員さん、併せてよろしくお願いいたしたいと思います。 

（斎藤座長） 
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 おっしゃるとおり、ＩＴ化というのはあくまで手段であって、それ自体が目的ではあり

ません。日弁連は一貫して、ＩＴ化は市民にとって利用しやすく頼りがいのある司法制度

を作るための手段であるということを述べております。社会のＩＴ化が進み、パソコンや

スマートフォンを使う人たちがどんどん増えていく中で、そういった方々にとって使いや

すくなるような司法制度・裁判制度を作っていくことに目的があると思います。 

 ただ、そこにはまだ時間がかかる面があります。そして、ＩＴにどうしても親しめない、

自分は扱えないと言う人もいらっしゃる、さらに障がい者もいらっしゃる。そういった方々

に対してどのような手当てをするのかということを常に考えなければいけません。短兵急

に全ての人に義務化することは到底考えられず、様々な条件を満たした後でなければ義務

化は難しいと思います。さらには、例外はできる限り広く認める方がよいのではないかと

いうことを日弁連は言っております。 

 そういった意味で、環境の整備やサポート体制の確立等、様々なことに裁判所が取り組

むべきであると述べているのですけれども、裁判所の取組にも限界があるでしょうし、そ

もそも裁判所に行けない人もいるわけですから、そういう人たちにどのようなサポートを

するのかということを議論しなければいけないということを述べ、議論しています。 

 費用の問題についても、できる限り効率化していくということであるならば、今ある手

数料についても低額化の方向で進めるべきだという議論もしなければいけません。そうい

った様々な問題も、併せて検討していく必要があると思います。 

 このように、まだまだ議論が不十分な点があります。どういうシステムをこれから作っ

ていくのかという議論も、端緒に就いたばかりと言ってもよいくらいです。２０２５年か

ら本格実施と言いますけれど、それに向けてどういったシステムが確立されるのかまだ見

えていません。これから最高裁と協議しつつ、不断の改善を重ねながら進めていかないと、

本当によいシステムは作れないだろうと思っています。 

 システムと合わせて、民事裁判の手続面についても、もっと使い勝手の良い手続に変え

ていく必要があります。今までの手続と全く同じものではない、様々なメニューも考えて

いく必要があるだろうと思います。 

裁判を開かれたものにしていくという観点から言えば、アメリカでは地方裁判所の事件

もインターネットで放映するということもやるわけですけれど、日本の社会はとてもそう

いうことを許容する状況にあるとは思いません。自分たちのプライバシーがオープンにな

るのであれば裁判所を使わないという声が圧倒的に多いのではないでしょうか。そういう

ことも十分考えなければいけません。 

日弁連としては、オープン化は最高裁レベルから始めたらどうかと考えます。最高裁の

弁論というのは、夫婦別姓の問題も含めいろいろな憲法訴訟が提起されており、社会的に

大きな影響をもたらすテーマが取り上げられます。そうした事件の弁論期日はインターネ

ットで放映してもよいのではないかと提案しております。開かれた民主主義社会を実現す
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るためにも、さらにいろいろな形で制度改革を進めていく必要があるという観点から議論

しているところです。 

（北川議長） 

 ありがとうございました。お二方よろしゅうございますか。 

（逢見委員） 

 ありがとうございました。 

（北川議長） 

 はい、ありがとうございました。この件に関して、井田委員さん。 

（井田委員） 

 ありがとうございます。ＩＴをうまく活用して、使いやすい民事裁判になっていく方向

であればいいなと思っているのですけれども、その上で、ＩＴ化に比較的馴染みにくそう

な、証人尋問についてお聞きします。意見書を拝読しておりまして、やはり映像だけでは

伝わらない話し方や、同じ場の空気でしか伝わらないものというのはおそらくあると思う

のですけれども、そういったことを考えると、直接主義の原則は貫くべきとした上で、例

外も広げてはどうかということなのか、そこが読んでいて分かりにくいと感じました。こ

れまでの例外が原則になっていくのか、原則は原則としてということなのか、実際どのよ

うに考えていらっしゃるのか教えていただきたいというのが一つです。 

現実に証人が話す場所についてもお聞きしたいと思います。これまで裁判所内でリモー

トで話されることはあったということですけれども、例えば多忙を極める鑑定人の方は研

究室から参加してよいけれども、証人に対する不当な影響を考えると、普通は各地の裁判

所で行うべきだというところなのか、また、外国からもリモートで繋いで証言することは

想定されているのか、教えていただければと思います。 

（斎藤座長） 

 外国にいる人に対する証人調べというのは、国家主権の問題が関係し、条約の締結等が

ないと難しいのではないかと思います。検討はしていますが、まだ今回の意見書ではそこ

までは触れていません。現在、法制審議会のテーマにもなっていない状況です。ですが、

将来的には当然議論され、次のテーマになってくると思います。 

 国内における裁判所外での証人に対する尋問については、原則はあくまでも裁判所の中

でということではありますが、当事者が同意し、裁判所が相当と認めた場合は、裁判所外

での証人尋問を認めてもよいのではないかと述べています。 

 現在の法律は、証人が遠方に住んでいる場合や、法廷だと精神的な威迫を受けてとても

喋れないような場合は、法廷外でも認めるという条文になっています。それに加えて、遠

方でなくても、当事者が同意して裁判所が相当と認めたものについては、証人尋問を受訴

裁判所外の証人に対しても行えるという条項が入ったのです。日弁連の意見書でも、それ

はよいことであろうと述べています。 
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証人が話す場所については、第三者から影響を受ける場所では困るし、通信環境が整備

されているという理由で、現実的には受訴裁判所以外の裁判所でないと難しいであろうと

いう議論をしています。 

（井田委員） 

 ありがとうございました。 

（北川議長） 

 他によろしゅうございますか。 

（平岡委員） 

 平岡の方からご質問に対する回答をいたします。今、法制審議会でハイブリッド尋問と

いうのを検討しています。例えば建築訴訟で建築の瑕疵が問題になって、どう壊れている

か見たいときに、裁判体の３人全員が行くのはなかなか期日が取りにくいですが、裁判官

１人であれば行くのは簡単だという場合、そこで１人だけが行ってリモートで撮影し、他

の裁判官は法廷に行き、現地の様子を裁判官が撮影している映像を見るといった手続も考

えられています。できる限り柔軟に利用し、今までやりにくかった遠隔地での処理をやり

やすくする動きが検討されております。補足情報としてお伝えします。 

（北川議長） 

 ありがとうございました。では、湯浅委員さん、お願いします。 

（湯浅委員） 

 ありがとうございます。素朴すぎて聞いてよいのか迷っていたのですけれど、刑事訴訟

はどうなっているのでしょうか。今は民事訴訟の話をされていますが。 

（荒会長） 

 刑事手続のＩＴ化も、新聞やテレビの報道でご覧になっているかと思いますが、今月、

検討会が発足して動き出したところです。刑事は、捜査と公判に分かれますから、捜査段

階のＩＴ化と公判段階のＩＴ化というようにイメージしながら、論点項目を洗い出し、そ

の論点項目の中で、ＩＴ化が可能なものと可能でないものを選り分けていく作業がなされ

るのではないかと思います。例えば、弁護士が事務所に居ながらにして、身体拘束されて

いる方とオンラインで接見できるといったことを議論していくのかなと思っています。 

刑事は、ある意味では民事以上にセキュリティが重要です。セキュリティが甘いと、調

書が全て外に流出してしまいます。刑事のＩＴ化に対応できるセキュリティを備えたシス

テムに、刑事事件の弁護人を務める個々の弁護士がきちんと対応していけるかということ

も我々に課される課題なのだろうと思っています。これは民事も同じなのですが、刑事は

さらに厳しくそれが問われていくであろうと思います。 

（渕上事務総長） 

 刑事手続のＩＴ化に関する検討会は３月３１日に第１回が行われます。そこから１か月

に１回若しくは２回というように進んでいくと思われます。またどこかの段階で市民会議
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でも報告させていただこうと思っておりますので、よろしくお願いいたします。 

 

議題② 新型コロナウイルス感染症の拡大に関する取組状況について 

（北川議長） 

よろしいですか。それでは、次の項目に入らせていただきます。議題の２番、「新型コロ

ナウイルス感染症の拡大に関する取組状況」を検討していきたいと思います。 

 それではまず、鎌田副会長さん、西村副会長さん、關本副会長さんにご説明をお願いい

たしたいと思いますので、よろしくお願いいたします。 

（鎌田副会長） 

 それでは、議題の２番目「新型コロナウイルス感染症の拡大に関する取組状況について」、

３点御説明します。１点目に、２０２１年２月に日弁連が取りまとめました「COVID-19 と

人権に関する日弁連の取組－中間報告書－」について、２点目に、先般日弁連が公表しま

した、「感染症法・特措法の改正法案に反対する会長声明」と「新型コロナウイルスワクチ

ン接種に関する提言書」について、３点目に、この間日弁連が行ってきた法律相談事業の

分析結果等について、それぞれ説明をさせていただきます。 

それでは、まず１点目について、西村副会長から報告・説明をお願いいたします。 

（西村副会長） 

 それでは、西村の方から、お手元にあります「COVID-19 と人権に関する日弁連の取組－

中間報告書－」について、ご説明を差し上げます。 

この冊子は、日弁連がこれまで COVID-19と人権に関して行ってきた様々な活動を集約し

て会の内外に報告するために作成しました。この冊子は、日弁連が本年２月１５日に開催

したシンポジウム「新型コロナウイルスと人権－差別・偏見のない社会を目指して」にお

いて配布し、また日弁連のホームページにも掲載しております。 

 皆様ご承知のとおり、新型コロナウイルス感染症は、影響を受けない人権分野はないと

言っても過言でないほど、広い範囲の人権分野に深刻な影響をもたらしました。ですが、

これらの様々な人権分野への影響を網羅的に取り上げ一つにまとめた文書は、あまり見受

けられませんでした。幸い日弁連には消費者や高齢者など個別のテーマごとに細かく分か

れた委員会やワーキンググループが合計１１９個あり、人権に関連するものに絞っても４

４個にのぼります。多岐にわたる人権擁護活動を行っている日弁連は、新型コロナウイル

ス感染症が人権に及ぼした広範な影響について、網羅的かつ一元的に情報集約することが

可能であり、かつ今後も同感染症による人権への影響を防ぐべきであると考え、こちらの

冊子の作成に至った次第です。 

 ただご承知のように新型コロナウイルス感染症は、今後もしばらく拡大が続きそうであ

りますので、あくまで本年２月の段階の中間報告書という位置付けとなりました。 

 内容については、目次を見ていただきますとお分かりかと思いますが、まず本編では２
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６の分野について、担当する委員会が、当該分野で何が起きて、そのことをどう考え、ど

のような対応をしたのかまとめております。新型コロナウイルス感染症と人権と聞いたと

きにぱっと思いつくようなテーマだけではなく、例えば司法修習制度への影響や、裁判を

受ける権利、法律相談やＡＤＲ、法テラスといった分野が取り上げられていることも、弁

護士会が作成した報告書ならではの特徴かと思います。 

 先ほどの議論の中で、第一波のときに司法が完全に止まったというお話がありましたが、

例えば、家事法制委員会では、全国の家庭裁判所の裁判・調停・審判等の状況について、

全国の委員から聞き取りをして調査を行いました。 

 その結果、ご承知のとおり緊急事態宣言が発令されたことで、多くの裁判所が業務を縮

小し、急を要する一部を除いた多くの事案が期日の延期・取消しをされたわけですが、例

えば中間報告書の６０ページを見ていただきますと、これまであまり活用されなかった手

続や方法、あるいは柔軟な対応により、可能な限り事件を進行させているといった、今後

の参考になる有益な実践例があることが分かったと書かれています。 

 このページの下の方にありますように、多くの裁判所では宣言発令後、期日を取り消し

ましたが、取消しの少なかった庁や、支部ごとに取消しの多寡の異なる庁もあり、裁判所

によって取扱いに差があったということです。また、期日が取り消されなかった事件の例

として、最高裁から一応の方針は示されていたが、具体的な運用は裁判所ごとで異なって

おり、裁判官の個別の判断や代理人の働きかけによって差が生じた事例もあったというこ

とです。期日が開かれた際の工夫として、電話会議の活用や、裁判官による単独調停の利

用等の事例報告があったということも書かれています。私も、電話会議等で対応して予定

どおり事件を進めた経験がございました。 

 他方、大規模庁であっても事件の取消しは本当に多く、緊急事態宣言が解除された後も、

事件の遅滞・滞留の状況が深刻なところが多くありました。中間報告書には、各地の実情

について具体的に書いてあります。地域によって様々であったということです。 

 次に、資料編では、新型コロナウイルス感染症に関して日弁連が発出した総会の宣言や、

会長声明・会長談話等を掲載しております。最初は、菊地前会長の頃ですが、昨年３月６

日付けで、新型コロナウイルスの感染拡大に当たっての会長談話が発出され、その後、本

年１月２２日までに２２個の声明等が発出されております。ご関心のある分野等について

ご覧いただければと思います。 

 今後の課題と展望について申し上げます。昨年４月の緊急事態宣言が発令された頃とい

うのは、未知のウイルスを前に、どこまで何をしたら感染防止対策として十分なのかも分

からない、それどころかマスクすら手に入らないという異様な緊張感に日本中が襲われて

いました。 

 そのような中で、我々弁護士は社会生活上の医師でありエッセンシャルワーカーである

という使命感の下、このようなときだからこそリーガルサービスの提供を止めてはならな
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いと考え、法律相談体制の工夫や各種支援制度の分かりやすい周知、会長声明を通じた数々

の政策提言等の活動を実施してきました。後ほど鎌田副会長から紹介があるかと思います

が、相談ホットラインは当初、職員を配置することができなかったため、有志の弁護士が

集まり、全ての電話を受けて全国に振るような形で活動しておりました。 

 新型コロナウイルス感染症によって生じている様々な人権問題に関し、弁護士会が存在

意義を十分に発揮できるよう、今回中間報告書においてまとめた様々な経験や教訓を糧に、

今後も引き続き時宜にかなった政策提言や情報提供、法律相談体制の充実を図り、その社

会的責任を果たしていかなければならないと改めて考えています。以上です。 

（鎌田副会長） 

 ２点目については、關本副会長、お願いいたします。 

（關本副会長） 

 人権擁護委員会を担当しております、副会長の關本でございます。本日配布している資

料の３ページは、感染症法・特措法の改正法案に反対する会長声明でございます。 

特措法の改正に関して、地方自治体や保健所は、感染症に罹った方に入院を求めても応

じなかったり、どのように感染したのかという経路の疫学的調査に協力を求めても拒否さ

れ、いかに感染拡大防止を図っていくのか非常に苦労していました。これに応じて、刑罰

を担保として協力を求めていこうという考え方があったのでございます。 

日弁連としては、このことについて、刑罰が必要最小限といえるのか非常に問題がある

と考え、構成要件の不明確さ、刑罰の有効性の疑問、差別・偏見を一層助長するおそれ等

を問題として提起いたしました。 

 それから、事業者に対する営業時間短縮要請についても、地方自治体から要請を行って

もなかなか協力してもらえないということで、過料をもって応じさせようという動きがあ

りました。日弁連としては、事業者には補償がなくては働かなければ自分の命さえも失い

かねないという事情があるので、まずは正当な補償を行うべきであり、過料については見

直されるべきであるという意見書を発出しました。 

その後、２月３日にこの法律は成立し、２月１３日に施行されましたが、今申し上げた

ような内容については、国会でも十分に審議の上、我々の意見に沿う形で改正がなされた

と考えているところでございます。 

 次に、ワクチンについてでございますが、御存知のとおり２月１７日から医療従事者を

優先的に接種が開始されたところです。その後、高齢者、基礎疾患がある方、そして一般

の方々というふうに進んでいく予定となっています。こちらは、感染予防・感染拡大防止

の効果を持つ有益なワクチンの承認があることを前提としてということになりますが、こ

のワクチンは、ｍＲＮＡやＤＮＡワクチンといった、新しいワクチンでございます。当然、

安全性についてはなかなか分からないところがあり、その必要性について、果たして皆様

方が安心して接種を受けることができるのかということが重要になります。 
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 さらに、これは昨年度のワクチン接種に関する予防接種法に関する法案の改正時に衆・

参の附帯決議にも書かれたところですが、ワクチン接種はあくまで受ける方の選択に基づ

くものであって、仮にワクチンを接種しないという方がいたとしても、それによって偏見・

差別が行われることがあってはならないということも、重要になってきます。 

 そして、過去には様々なワクチンにより副作用・副反応が起きたことがございますので、

安心して接種を行っていくためには、副反応に対して国がしっかりとした補償・対応をし

ていくことも重要です。今申し上げたような内容を、五つの趣旨ということで提言させて

いただいています。 

 ワクチン接種は始まったばかりですので、国から様々な情報を適時に提供していただく

ことが重要だと思います。医学は客観的なものではありますが、人、社会政策、政治にも

当然関わってまいりますので、日弁連としても今後の動きを注視し、ワクチンに関する問

題点、特に差別・偏見が起こっていないかどうかということについては、法律相談を企画

するなどして、対応していかなければならないと思っております。以上です。 

（鎌田副会長） 

 最後に、私の方から法律相談事業の分析結果等についてお知らせします。実施期間は昨

年４月から７月で、主に１回目の緊急事態宣言下に行った相談事業ですが、総数としては

１，８５９件ほどございました。 

その中の、非事業者の方の相談分類としては、労働問題が３０％で最多、続いて消費者

問題が２８％となっております。労働問題については、やはり休業補償等の相談が多かっ

たことが明らかになっております。消費者問題については、当時非常に多く生じていた契

約のキャンセルに関する相談が多かったということです。この時点では、必ずしも借入金

の相談は多くはなかったということでございます。こういったことを受けて、労働問題や

消費者問題については、ホットラインを実施したり、あるいはキャンセル等に関するＱ＆

Ａの公表等をさせていただいております。 

 事業者の方の相談分類としては、賃貸借の賃料の問題が非常に多かったものですから、

それに対応するＡＤＲの仕組み等を作って対応しました。 

 それから、偏見・差別等の問題に関するホットラインや人権イベントを開催し、先ほど

西村副会長から報告があったように中間報告書の取りまとめなどを行いました。意見書や

会長声明の公表については、先ほど關本副会長から報告のとおりです。 

 その他に、自然災害債務整理ガイドラインというものがあります。こちらは従来、地震

や豪雨災害等の自然災害が発生した場合に、借入れの返済ができなくなった方が、破産等

の法的手続によらずに私的整理の枠組で債務整理ができるというものでして、このガイド

ラインが２０２０年１２月から新型コロナウイルス感染症にも適用になりました。現在、

全国で弁護士がその支援を行うという体制をとっております。 

 最近の取組としましては、生活相談ホットラインという相談ダイヤルを、２月２５日に
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全国一斉に実施しました。資料に相談結果の集計がございまして、９４３件、その中でホ

ットラインの相談は８５９件となっております。１日でこれだけ多数の相談が寄せられて

おります。 

 相談のきっかけとしましては、テレビを見て知った方が５６３件ということで、半分以

上となっています。テレビの発信力の大きさを非常に痛感しました。 

 生活相談ホットラインの相談分類としては、借入金に関する相談が多く、合わせて３０

０件近くになっております。やはり１回目の緊急事態宣言時と比べると、借入金に関する

相談が非常に多くなり、それから解雇に関する相談も相当数あるということで、そういっ

た点が深刻化していることが窺われました。事業者についても同様の傾向がありました。 

こうした活動を踏まえ、先ほど申し上げた自然災害債務整理ガイドラインの特則を用い

た救済支援活動等、今後も法的課題の解決に向けて取り組んでまいりたいと考えておりま

す。以上です。 

（北川議長） 

 どうもご説明ありがとうございました。それでは、この件につきまして、ご意見、ご質

問を委員の皆さんから頂戴いたしたいと思いますので、どなたかいらっしゃいましたら、

挙手をお願いしたいと思います。鈴木委員さん。 

（鈴木委員） 

 ３・１１のときも日弁連がいろいろな法律相談をして、非常に有意義な活動をされたの

を見ておりました。今回のコロナも災害とかなり重なるところがあって、日弁連がいわば

法律相談のカルテのようなものを記録し集めて、それを分類・整理されて次の対策や制度

創設や改善につなげるということと、既存の制度の中で相談者に対して補助金やその他の

いろいろなケアをするということは、非常に大切で立派な仕事だと思います。 

 ただ、それとは別に、ワクチン調達における政府の不手際は日弁連としてもきっちりと

指摘する必要があると思います。大臣の答弁の中で、製薬会社の履行遅滞を明確に答弁さ

れればその理由がクリアに分かるのに、そのことを言わないのですよ。個別契約がもし正

しく成立しているならば、何月何日までに何千万本来る予定であったと、契約書を示して

説明されれば、責任の一旦は製薬会社にあることが分かりますが、それが言えないという

ことはどういうことかと。 

 あとどのような免責条項が入っているかも不透明なので、ここは事後に追及すべきだと

思います。今は渦中で大変でありますので。 

 加えて、基礎疾患その他をお持ちの方は、医療カルテなどであらかじめ副作用・副反応

の情報を照らし合わせ洗い出して、しかるべく医療対応できる施設に案内して別にやると

いう観点からは、医療情報を収集し分析する仕組みは必要ではないかと思いますし、副作

用に関しては対応ルートはある程度あるようですが、副反応については未整備のように聞

いています。本来は国がルールを決めて統一のシステムを作って自治体に使ってもらいリ
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アルタイムで情報を集約し共有すべきだろうと思います。 

 ところが、現在、副反応については自治体任せになっています。せっかく２０００個問

題の解消ということで、自治体のばらばらな対応を解消していこうという主張が通りそう

な中で、また予算を付けて基礎自治体ごとにやってもらうと。基礎自治体と一口に言って

も１００人前後の規模から数百万人の規模までいろいろあり、ルールも一律ではないので、

自力で対応できない自治体も相当数あると思います。副作用・副反応の情報が正しく製薬

会社に伝わり、次に向かってただちに対策を講じることができるようにしたい。また、今

回なぜ国内製薬会社がワクチンを作れなかったかというところも考えたい。創薬事業を支

援するための医療情報の二次利用ルールを特別法で作っていくことを政策提言することが

あってもいいのかなと思いました。今回作られた法律相談のカルテをたたき台に、政策提

言につなげていくべきではないかと思いました。ちょっと不正確なことを言ったかもしれ

ませんが。 

（北川議長） 

 時間の関係でご質問を続けて、まとめてお答えをいただきたいと思います。太田委員さ

ん、お願いいたします。 

（太田委員） 

 お時間を頂戴してすみません。先生方、ありがとうございます。 

 本日、中間報告書をお配りいただきまして、包括的な内容だと思いました。偏見・差別、

プライバシーに関する取組と課題というところまでさっと目を通したのですけれども、こ

の差別について一番問題なのが、インターネット上で、匿名で感染者やその家族を不当に

叩くような書き込みだと思います。総務省ではどうしたら発信者情報の開示をもっと円滑

にできるのかという議論が進んでいますけれども、今のところ裁判の手続を２回から確か

１回にするということだと理解しているのですが、現行、総務省が行っている開示制度に

つきまして、日弁連も意見書の検討を行っているところであるということですけれども、

もしよろしければ、今の総務省の制度改革をどのようにご評価なさっているのか、人権の

観点から少しオーバービューいただけたらと思います。よろしくお願いいたします。 

（北川議長） 

 それでは、続いて吉柳委員さん、お願いいたします。 

（吉柳委員） 

 ご説明ありがとうございます。私の質問は１点なのですが、コロナのワクチンに関する

効果・効能やエビデンスについてです。厚労省の方とお話ししたのですが、タスクフォー

スのようなものが立ち上がっていて、そこが全ての情報の中心になっていると今日の資料

を拝見して思っているのですけれども、今日ご説明いただいた法律と人権に関する提言に

関して、一般の国民の方々が情報にアクセスするニーズが非常に大きくなっていて、また

震災とも違って非常にある情報が少ないと思っているのですが、開示状況として一般の
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方々がアクセスできる情報についてお伺いできればと思いました。 

 こちらの報告書は素晴らしくて、まだ全部は拝見していないのですけれども、一般の方

は読む機会がないと思うので、簡単に検索できたり、生活の視点で問題解決したいときに

どうこの情報に出会って解決できるのかというのをお伺いしたいと思いました。 

（北川議長） 

 ありがとうございました。それではご答弁お願いできますか。 

（鎌田副会長） 

 太田委員から御質問いただいた発信者情報について、私の方からお答えいたします。日

弁連でも今検討しているところですが、総務省での検討は、新たな裁判手続というように

主に手続面に関するものでして、日弁連としては、手続面だけでなく、そもそも開示の要

件が厳しいのではないかということで、実体面の要件をもう少し緩和すべきではないかと

いうこと。それから、そもそも裁判によらずに、任意で早期に開示されるべきでないかと

いうことで、そこについても一定の手当てをする必要があるのではないかと。開示する業

者に対して免責条項等を与えることで、開示をしやすくする必要があるのではないかとい

う提言は既に出しております。現状、そういった意見でございます。 

（渕上事務総長） 

 １２月１８日に「実効的な発信者情報開示のための法改正を求める意見書」を公表して

おり、ホームページに掲載しておりますので、是非ご覧いただければと思います。 

（關本副会長） 

 副会長の關本の方から、ワクチンの副反応等々の情報に国民がどのようにアクセスでき

るかということにつきましてお答えいたします。私が知る限りにおいては、最も詳しいの

はやはり、厚生労働省のワクチンに関するＱ＆Ａがアクセスしやすいところかと存じます。 

 副反応等につきましては、医療従事者に何件かあったというような情報を今分析してい

るところだそうでございますので、追って出されると思います。集まってきた情報を一旦

審議会なりに集約した後公表するということのようで、日弁連が求めているような適時・

適切な情報提供といえるのか、あるいはその情報が国民に分かりやすいように提供されて

いるのかというところについては、若干疑問であると感じておりますので、この点につき

ましては引き続き注視させていただいて、また会長声明等を出すことができればと考えて

いるところでございます。 

（西村副会長） 

 中間報告書をお褒めいただいてありがとうございます。この報告書へのアクセスですが、

日弁連のウェブサイトに載せております。宣言や会長声明、意見書等も全てウェブサイト

に時系列順で全て載っているので、ご覧いただければ出てまいります。ただ、文章のみで

すので、個人的には、ポンチ絵があるものはポンチ絵もウェブサイトに掲載したり、検索

機能を充実させるといったことは必要ではないかとは考えています。 
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（北川議長） 

 どうぞ。 

（荒会長） 

 鈴木委員が東日本大震災のことに触れられたので、少しお話しします。東日本大震災の

ときに、法律相談等の活動をどのように法律の制定・改廃につなげたかということについ

ては、今月号の学士会の会報に、私が「被災者（被害者）のための法律について―東日本

大震災での経験を中心にして―」という記事に取りまとめさせていただいておりますので、

もし機会がありましたらご覧いただければと思います。 

 お伝えしたかったのは、私たちの法律相談は、いわば現場から吸い上げてきているもの

です。法律相談が１日に８５９件というのは、とんでもない数字です。いろいろなことで

困っている、追い詰められている人がこんなにも増えているのだと感じています。 

中でも、相談件数は多くありませんが、差別や偏見の問題については、今後ワクチンを

接種した・していないということでも生じる危険性があると思っておりまして、今回の提

言書にまとめさせていただきました。私たちもこの問題を深刻に受け止め、インターネッ

ト上の誹謗中傷なども、回復する頃には相当なダメージを受けているというようなことを

実感していますので、もっと簡易・迅速に解決できる方法を考えていかなければと、こう

いったことを次年度の課題として考えています。長くなりますので、このくらいにいたし

ます。 

（北川議長） 

 お三方、よろしゅうございますか。ありがとうございました。その他、ご意見ございま

すでしょうか。ではお願いいたします。 

（浜野委員） 

 ありがとうございました。ホットラインを活用している人がこんなに多いのですね。非

常に良かったと思うのですけれども、表を見ますと、地域によっては利用件数が０件のと

ころもありますね。そういった地域は、本当にご相談がないものなのか、あるいは何か工

夫していただけば、もっと相談を受けられるものなのでしょうか。 

例えば、認知していただくには、テレビの活用というのは、中高年には非常に効果があ

ると思うのですけれども、若い方はＳＮＳやインターネットの利用が多いと思うので、そ

ういったツールにもっと情報を流していただく、ここで相談できますよ、生存権を守るこ

とや、あるいは民主主義のために日弁連がこういうふうにサポートできますというような

情報を分かりやすく発信していただくことが、今後も引き続き必要なのではないかと思い

ます。そういった点についてはいかがでしょうか。 

 また、マイナンバーについての議論というのは相変わらず低調で、利用者が拡大しない

ままです。何が課題か、何が詰まっておらず足りないか、どういう解決方法があるのか、

根本的な議論まで至らずと感じるのは非常に残念だと思います。そういった課題を見つけ
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て議論をしていく、こういった課題に対しそのままにせず、日弁連としても問題提起し議

論するよういろいろと取り組んでいただいているとは思いますが、様々な活動を引き続き

もっと広報していただくとよろしいのではないかと思いました。 

（北川議長） 

 はい。 

（鎌田副会長） 

 副会長の鎌田です。先ほど、テレビＣＭをご覧になった方が非常に多かったと申し上げ

たところなのですが、資料を見ていただくと、ＳＮＳやウェブサイトでの発信もしてはお

ります。日弁連のウェブサイト、それからツイッター、フェイスブック等の活用は実はし

ておりまして、ただ、目に触れた順番としては４番、６番、８番というところにとどまっ

ており、そこがまだ日弁連の発信力の弱さだと思うのですが、なかなか相談者の方にたど

り着いていないところがありまして、ご指摘のとおり課題かと思っております。 

 それから、利用件数が０件のところに相談の需要がないのかというと、そんなわけはな

いと思っておりまして、各地での広報に少し差が出ているのかと思っております。こうい

った全国一斉の取組の場合は、日弁連も広報はするのですが、各地での広報も重要になり

まして、この点も日弁連としては課題を感じているところではございまして、今後も何と

かしていかなくてはならないと思っております。 

（北川議長） 

 よろしいですか。 

（西村副会長） 

 ＳＮＳの関係で１点、よろしいでしょうか。 

（北川議長） 

 どうぞ。 

（西村副会長） 

 ２０２０年１２月４日・５日を中心に、「新型コロナウイルスと偏見・差別・プライバシ

ー侵害ホットライン」ということで、いわゆる生活相談ではなく、偏見・差別自体につい

ての法律相談を行いまして、全体で３４件の相談がありました。電話は金・土の２日間の

みで、今回は若い方を想定して初めてメール相談を行い、携わる会員のフェイスブックで

広めたりしたのですが、メール相談は数件しか利用がありませんでした。やはり広報が届

いていないという問題だと思いますので、困っている若い方たち等の相談には広報が重要

だという認識はあります。まだ日弁連は遅れているかと思っています。 

（鎌田副会長） 

 そこで、日弁連のウェブサイトには、新型コロナウイルス関連情報をまとめたページが

ございまして、そこには常設の法律相談窓口の情報や、こういったホットラインのような

単発の法律相談の情報、それからＱ＆Ａ等を公表して、市民の方に見ていただければとい
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うことで発信しているところでございます。 

（北川議長） 

 ありがとうございました。 

（渕上事務総長） 

 戦国法律相談の動画の視聴回数は全部で２００万件を超えていますが、今後、ここに載

っておりますお悩み１１０番等、まさに新型コロナウイルス関連の相談ができるような相

談窓口の利用に、戦国相談等での広告効果がどのように表れてくるかというところかと思

っております。 

（北川議長） 

 ありがとうございました。逢見委員さん、お願いします。 

（逢見委員） 

 ありがとうございます。電話相談ホットラインについて、連合でもこういった相談を実

施しているのですが、１年半ほど前から若い方向けに、電話ではなくメールやＬＩＮＥ等

を広めてみようというふうにしています。今回の新型コロナウイルスで見ると、電話の相

談は全体の３分の１程度で、メールやＬＩＮＥを使った相談も増えてきておりますので、

もう少し手法を多様化したほうがよいと思います。 

 特に今回、コロナの影響で学生のアルバイトがなくなってしまって生活に困窮するとい

う問題が出てきています。これはあまり我々は意識していなかったのですけれども、日本

の学生はアルバイトで生計を維持しながら学業をしているという人が随分と多くて、そう

いった状況を救済する手段があまりないので、今後セーフティーネットも考えなければい

けないと思うのですが、まずは学生が困っていることを拾い上げるということが大事なの

かなと思います。学生から拾い上げるためには、やはりスマートフォンで相談してもらう

という手法を取り入れていかないと拾い上げられないというふうにも感じましたので、是

非そういったこともご検討いただきたいと思います。 

（鎌田副会長） 

 ありがとうございます。ＬＩＮＥでの相談は、一部の弁護士会では実施しているところ

もあります。弁護士会の人数規模等いろいろな差があって十分に対応できていないところ

もあるのですが、先行的に実施している弁護士会の例を参考に、今後、全国に普及できれ

ばと思っております。 

（北川議長） 

 時間も迫ってきておりますが、議事は終わらせていただいてよろしゅうございますか。 

 

議題③ 議長・副議長の選任の件について 

（北川議長） 

 それでは次に移らせていただき、「議長・副議長の選任の件」をお諮りいたします。市民
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会議規則第５条では、議長１名と副議長若干名を委員の互選により選出するということに

なっており、任期は１年で、再任を妨げないという規定でございます。 

 ここで来年度４月１日から１年間の議長を選任したいと思いますが、自薦・他薦等でい

かがでございましょうか。では、湯浅委員さん。 

（湯浅委員） 

 引き続き北川議長、村木副議長にお願いできればと思います。 

（北川議長） 

 皆さんよろしいでしょうか。それでは、どうぞよろしくお願いいたします。 

 

６．閉会 

（北川議長） 

次に第６８回の市民会議の日程でございますが、現在調整中とのことでございます。追

って、事務局から皆様にご連絡を申し上げますので、どうぞよろしくお願いいたします。

それでは、事務局、何かございますか。 

（藤原事務次長） 

 少しお時間を頂戴して、新任の松田事務次長から一言自己紹介をさせていただければと

思います。 

（松田事務次長） 

 ２月１日より事務次長に就任いたしました松田と申します。私は広報の関係で市民会議

に出席させていただいたことがございまして、その際に広報についていろいろなアドバイ

スをいただいて、なかなか難しいところもあるなとは思いながらご意見を伺って、それを

どう反映させるかということを考えておりました。 

 事務次長になりましても、引き続き広報の担当や、また、人権の関係等も担当してござ

います。先生方のお知恵をお借りしながら、適切に会務を運営していきたいと思いますの

で、どうぞよろしくお願いいたします。 

（北川議長） 

 ありがとうございます。 

（藤原事務次長） 

 最後になりますが、３月末をもって退任をいたします、市民会議の担当副会長、延命副

会長から一言ご挨拶をさせていただきたいと思います。 

（延命副会長） 

 担当副会長の延命でございます。１年間お世話になりましたと申し上げたいところです

が、新型コロナウイルスの影響もあって、９月２９日にようやく第１回の会議を開催する

ことができました。それから３回にわたって、北川議長、村木副議長を先頭に、各委員の

先生方に大変闊達な議論をしていただきました。 
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 私ども弁護士会としましては、目の前の問題をいかに解決するかということがとても大

事な問題でありまして、多角的に先生方からご意見をいただくと、確かにそうだという点

が表に出てまいりました。そしてそれをフォローアップすることによって、日弁連も生ま

れ変わるのではないかというような期待を持っております。 

 今回の会議でもいろいろなご意見をいただきました。例えば、発信力が足りないという

ご意見、それから、広報の充実について更に多角的な考慮をすべきというご意見もいただ

きました。次期副会長に引継ぎをさせていただいて、また継続的に皆様のご意見をいただ

きたいと思っております。１年間より少し短かったのですけれども、どうもお世話になり

ました。ありがとうございました。 

（北川議長） 

 どうもありがとうございました。 

 それでは、長時間にわたり、熱心にご審議をいただきまして、ありがとうございました。

本日の第６７回の日弁連市民会議を閉会させていただきます。ありがとうございました。 

（荒会長） 

 どうもありがとうございました。 

（了） 


